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特集 第四次産業革命の最新動向と日系製造業のIoT対応の課題

要　約

1 第四次産業革命の試行的な取り組みが日本でも始まった。しかし、ドイツの産業政策も
しくは欧米製造業の戦略として提唱された当テーマが、わが国では単純なEDI接続や製
造設備の連携、3D CADや3Dプリンターの導入と誤解されているケースが多いため、
製造業の現場から見ると「腑に落ちていない」という状況が多く見られる。

2 ドイツの報告の趣旨を精査すると、第四次産業革命はモジュール化とデジタル化による
生産プロセスのオープンイノベーションを目指している。これは製造業の構造変革をも
たらすイノベーションの加速と製造業のビジネスモデルの革新により、中長期の製造業
の競争環境に大きな影響を与えるものである。

3 欧州の製造業各社はビジネスモデルの改革を急いでいる。この中で先進企業は単純な生
産を主体とするビジネスモデルから、生産ノウハウをサービス化する「製造プラットフ
ォームサービス事業」への展開を進め、ビジネスモデルを大きく変えようとしている。

4 ただ、第四次産業革命は大企業や先進企業で完結するものではなく、関連する産業全
体の変革をもたらすものであり、中小企業を含めた競争力強化が必須となる。ドイツで
は中小企業の取り組みを支援するための体制の整備を政府、民間企業、大学が連携し
て強く推し進めている。

5 第四次産業革命は産業全体の大きな構造変化であるため、足取りが遅いように見えるが
着実に進展している。これは、欧米先進企業が日本の製造業の現場を研究し、オペレー
ション領域でITを活用することにより作り上げた枠組みであり、対応に遅れるとわが国
の製造業の競争力を失う可能性があるため、強い危機感を持つ必要がある。

Ⅰ　「第四次産業革命」を考える視点
Ⅱ　特徴ある欧州企業の動向
Ⅲ　ドイツにおける中小企業への展開施策
Ⅳ　失敗を繰り返さないために

C O N T E N T S

百武敬洋水谷禎志

第四次産業革命にかかわる欧州の最新情報
藤野直明



11第四次産業革命にかかわる欧州の最新情報

Ⅰ	「第四次産業革命」を考える視点

1 第四次産業革命が目指す革新
第四次産業革命が目指す将来像とは、ドイ

ツ科学技術アカデミーの最終提言報告書にお
いては、①バリューチェーンの水平統合、②
製造システムのネットワーク化と垂直統合、
③エンド・トゥ・エンドのエンジニアリング
チェーン統合、という 3 つの統合による製造
業の生産ネットワーク革新である。

バリューチェーンの水平統合は、企業・国
境を越えた緊密な国際分業体制を実現するネ
ットワークの統合を意味し、製品設計やメン
テナンス領域をアウトソースするESO（エン
ジニアリングサービスアウトソーシング）の
ように、緊密な分業体制を国境や企業を越え
て実現することを意図している。

また、製造システムのネットワーク化と垂
直統合は、グローバルに展開する工場の現場
と企業の中枢とをリアルタイムに連携するネ
ットワークの統合を意味するが、これは世界
中の工場のデータをリアルタイムで収集し、
同時に共通の知識データベースを提供して、
非熟練工でも熟練工と同等のパフォーマンス
を示せるように、中枢のスマートなマザー工
場がグローバルに分散する工場群を支援する
ためのインフラとして語られているケースが
多い。

エンド・トゥ・エンドのエンジニアリング
チェーン統合に関しては、製品の企画、開
発、生産準備（調達、生産加工、設備、ライ
ン、工場）、製造、アフターマーケットのサ
ービスまでを含む「ものづくり活動」全般を
エンジニアリングチェーンとして統合するこ
とを意味しており、これらの活動をすべてデ

ジタル空間で操作可能にしていくことを目指
している。

実際にこれらの 3 つの統合を実現化してい
くためには、製造システムのネットワークや
エンジニアリングチェーン全体をデジタル空
間でモデル化し、シミュレーション可能な仕
組みとしていくことが必要となる。この過程
では「ものづくり」のノウハウを形式知化し
て、これをさらにソフトウエア化していくこ
とも必要となってくる。まさに製造業のデジ
タル化である。

そして第四次産業革命は、製造業をデジタ
ル化することにより世界中どこへでもある程
度の水準まで容易に技術移転できる（完全自
動化や100％の技術移転ではない）ものとし
て、相互に協働作業ができるようにすること
を提言しているのである。

一方、日本での解釈は、ともすると「①が
EDIによる受発注ネットワーク、②が工場内
の機械の相互連携、③は3D CADと3Dプリ
ンターの導入による試作段階での効率化」と
いうものが多く、「わが社では既に第四次産
業革命が目指していることは実現されてい
る」といわれることも多い。しかし、これで
は第四次産業革命が目指す本当の姿にはほど
遠く、まさに視野の狭い解釈というべきでは
ないだろうか。

2 オープンイノベーション
ドイツの第四次産業革命推進組織であるプ

ラットフォーム・インダストリー4.0は、生
産ネットワークにおいて、部品メーカーや組
み立てメーカー、さらにはESOや製造設備メ
ーカーといったさまざまな企業が、相互に協
働作業ができるようにするために「ものづく
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には米国のIT企業も多数参画している。米
国IIC（インダストリアル・インターネット・
コンソーシアム）は、ハノーバーメッセの場
で、国際標準化活動についてはドイツのプラ
ットフォーム・インダストリー4.0と共同歩
調を採ることを表明した。IICでCTOを務め
るメラー氏は、「時間と手間がかかる国際標
準化活動はプラットフォーム・インダストリ
ー4.0に任せて、IICは先行するテストベッド
によりビジネスモデルを開発し、ユースケー
スとして要求仕様を提出することに徹する」
という表現で、IICのスタンスを明確にした。

もともとIICにもシーメンスやボッシュな
どドイツの主要企業も参加しているため、
IICとプラットフォーム・インダストリー4.0
は対立する組織ではなかったのであるが、両
者の立場が明確になったことは重要である。

この流れを受け、EU、中国、インド、東
欧諸国、ロシア、中近東ほかが、当該国際標
準化政策に対して既にドイツ政府と覚書を締
結している。日本政府もドイツ政府との間
で、2016年は局長級、17年は閣僚級の覚書を
締結し、当該標準化活動に参画することを表
明している。

しかしながら、日本企業の現場を見る限
り、標準化によりオープンイノベーションを
推進するという考え方は「腑に落ちない」と
捉えられていることが多いようである。「そ
もそも競合企業と協調する領域があるとは考
えにくい」というのが本音と筆者は見てい
る。というのは、オープンイノベーションは

「競争相手との協調活動」「特許を公開するこ
と」と誤解されることが多いからである。こ
のような誤解を解くためにさらに丁寧な説明
が求められるだろう。

り」のネットワークをモジュール化すること
を提案している。

具体的には製造システムのネットワークや
エンジニアリングチェーン全体を構成するハ
ードウエアやソフトウエアを標準化されたモ
ジュール構造に分割し、モジュール間インタ
ーフェースを国際標準として公開（オープン
化）するという方法を採択しているのであ
る。モジュール内のハードウエア、ソフトウ
エアをブラックボックス化し、モジュール間
のインターフェースのみを公開することによ
って、必要であればいつでもモジュールの交
換が可能となる健全な競争環境を構築するこ
とが狙いである。

このような標準化は、企業の健全な競争に
影響を与えることのない前競争的な協調活動
といえる。こうすることで、世界中の多数の
企業による分業体制を実現し、かつ、個々の
モジュールを適宜取り替えることで技術革新

（イノベーション）を取り込み、システムを
常時進化させる仕組みづくりを狙っているの
である。つまり、これが第四次産業革命が狙
う「オープンイノベーション」である。

たとえば、PLC（Programmable Logic Con-
troller：工場などにあるロボットなどの自動
機械の制御装置を指す）とロボットは、他企
業の製品との相互運用が難しかったが、この
関係をいったん分離し、容易に相互運用でき
るように標準インターフェースを設計しよう
というわけである。かつてパソコン産業でモ
ジュール化の推進が価格破壊をもたらすと同
時に市場を劇的に拡大したが、それと同様の
変化を政策的に誘導しようということなので
ある。

なお、ドイツが推進している標準化の動き
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第四次産業革命における先進企業は、この製
造プラットフォームサービス事業の確立に向
けて動いているといわれるが、これには 3 つ
の狙いがあるとみてよいであろう。

（1）	 オープンイノベーション対策

今後、製造業のモジュール構造化が進展す
ると、特定モジュールをとれば競争は激化
し、価格は低下すると同時にグローバルに共
通化された市場が創造されることとなる。グ
ローバル市場の創造に触発された、ファンド
やベンチャーキャピタルなどのリスクマネー
も投入され、イノベーションを加速すること
が期待される。ユーザーにとっては好都合で
あるが、モジュールの提供ベンダーにとって
は厳しい競争環境にさらされることになる。

この時、製造プラットフォームサービス提
供者は顧客のエージェントとして、顧客に最
も近い位置で最適なモジュールを常に入れ替
えることで、イノベーションの恩恵を享受で
きるポジションに居続けることができるわけ
である。つまり生産モジュールの提供ベンダ
ーではなく、モジュールを活用してサービス
化するビジネスモデルによってオープンイノ
ベーションの脅威をビジネスチャンスに変え
ることを狙っているのである。

（2）	 製造ノウハウの流出防止

製造ノウハウは、特許では守れない領域が
大きい。手塩にかけて教育をした貴重な現場
の人材が、数年もしないうちに競合他社へ流
出してしまうということも新興国では常識で
ある。このため、製造にかかわるノウハウを
ソフトウエアにある程度形式知化し、かつ、
クラウドサービスとしてブラックボックス化

3 製造プラットフォームサービス事業
製造システムのネットワークやエンジニア

リングチェーン全体をデジタル空間でモデル
化し、シミュレーション可能な仕組みとして
いく動きが進むと、製造業そのもののビジネ
スモデルがソフトウエア産業のそれに近づい
ていくものと考えられる。

既にアプリケーションソフトウエア産業で
は、ほとんどのベンダーがクラウドサービス
を提供する方針を発表しており、ソフトウエ
アのライセンス販売からサービス販売への転
換が進んでいる。

そして、今後はこれと類似のことが、デジ
タル化が進む製造業でも起きると考えられる
のである。たとえば「ものづくり」のノウハ
ウを形式知化してソフトウエアに結実させ、
そのソフトウエアをクラウド技術を活用して
サービス提供する、というモデルである。実
際にレーザー加工機メーカーなどでは、加工
機の運転プログラムをクラウドで提供する事
例も出てきている。GE（ゼネラルエレクト
リック）のPredixも、発電設備などの運用を
クラウドサービスとして提供している。

さらには、単にクラウドサービスでソフト
ウエアを提供するだけではなく、オンデマン
ドでの生産設備などのハードウエアの提供
や、各種製造ノウハウのコンサルティングの
提供が始まっている。このように、製造業の
ビジネスモデルが単なる製品の製造販売にと
どまらず、製造ノウハウや製造能力そのもの
をサービスとして提供するところまで広がり
始めているのである。このように新たに登場
し始めた事業を、製造プラットフォームサー
ビス事業と呼ぶこととする。

シーメンスやボッシュに代表される欧州の
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造プラットフォームサービスを販売するとい
う方法があるのである。もっとも、一朝一夕
では難しく、これを実現するにはマインドセ
ットの大幅な転換が必要となる。

Ⅱ	特徴ある欧州企業の動向

第Ⅰ章で「オープンイノベーション」「製
造プラットフォームサービス」に言及した
が、第Ⅱ章ではそれらを具現化している欧州
企業の動向を紹介する。ここで特徴ある欧州
企業として取り上げるのは、シーメンス、ボ
ッシュ、テトラパック、トルンプ、KEBA社
の 5 社である。

1 製造業サポート産業での
 オープンイノベーションの事例

製造業サポート産業の 1 つ、「フィールド
サービスマネジメント」で見られるオープン
イノベーションの事例を紹介しよう。工場や
事務所で使用される各種機器やシステムの設
置・修理・メンテナンスをフィールドサービ
スと呼ぶが、そのサービスを提供するための
要員を指定場所に派遣するのが、フィールド
サービスマネジメントである。「製造業企業
の工場に設置されている各種機械のメンテナ
ンス要員を派遣するサービス」といえば、想
像しやすいだろう。

各社が競ってIoTプラットフォームを提供
しているが、オープンイノベーションの実現
手段を提供するプロバイダーの最右翼に位置
する1社がシーメンスである。2017年のハノ
ーバーメッセでは、同社の巨大ブースにクラ
ウドベースのオープンなIoTプラットフォー
ムMindSphereをアピールする専用ラウンジ

することで、継続的なサービス事業と製造技
術の流出回避とを両立させるのである。

（3）	 株式価値（時価総額）の拡大

製造業企業の経営者として狙うべきは、製
造原価低減や生産性向上ではなく、株式価値

（時価総額）の拡大である。経営の観点から
製造プラットフォームサービス事業には次の
3 つのメリットが期待できる。

第一に、事業収益の安定化である。景気に
大きく左右される設備販売から、売上が安定
するサービス提供型へ転換を図ることができ
る。次にROA（総資産利益率）の向上であ
る。人や設備などへの大きな投資が必要な製
造業として展開するよりも、限界費用がゼロ
に近いソフトウエア中心の事業であれば、高
いROAの事業を展開できる可能性が高くな
る。さらに、新興国へ今すぐに参入でき、投
資家に対して成長性を訴求できることであ
る。日本の製造業企業の中では「成長力のあ
る新興国へ展開したいが、製品価格が適合し
ないので当面は難しい」という考え方が大勢
であろう。

一方、新興国の製造業企業が最も必要とし
ているのは、製品設計から生産準備、製造、
アフターサービスに至る製造ノウハウであ
る。このため、新興国の製造業企業にニーズ
の高い製造ノウハウを提供すれば参入は容易
になるという着想である。もちろん、一過性
のノウハウをライセンス提供するのではな
く、各種ノウハウをソフトウエアとして結実
させ、クラウド技術を活用した継続的なサー
ビス事業として提供するのである。先進国の
製造業企業が新興国市場へ展開するために
は、必ずしも製品販売を行う必要はない。製
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対象機器のメンテナンス履歴や仕様書などの
情報が伝えられる。このほかに、顧客企業の
工場に設置された機器の稼働状況を常時監視
し、故障が発生する前にフィールドサービス
要員を派遣するという機能もある。機器の予
知保全には、エコシステムを形成するパート
ナー、SAP社のソリューションが使用されて
いる。

なお、シーメンスはスタートアップへの
MindSphere普及を図るべく、Rocket Clubと
いう支援プログラムを開発している。Core-
systems社はフィールドサービスマネジメン
トのSaaSを構築する際に、この支援プログ
ラムを活用したとのことである。シーメンス
が、フィールドサービスマネジメントという
製造業サポート産業の領域で、中小企業向け
にオープンなIoTプラットフォームサービス
を提供しているという点が興味深いといえ
る。

2 製造プラットフォームサービス
 事業の事例
（1）	 ボッシュ

ボッシュといえば、スイス国境に近い南ド
イツ・ブライヒャッハにあるスマートなマザ
ー工場が有名である（『知的資産創造』2016
年 4 月号「インダストリー4.0とわが国製造
業への示唆」を参照）。このボッシュが、自
社の製造システムのノウハウを、外部企業に
対して製造プラットフォームサービスとして
提供している例を紹介する。先進国の製造業
企業が提供する製造プラットフォームサービ
スが、新興国にある非ハイテク製品メーカー
で導入されたという、興味深い事例である。

テクスモインダストリーズは、1956年創業

が設置され、セッションが連日催されるな
ど、大々的に取り上げられていたことが印象
的であった。

MindSphereの特徴を一言で表すとオープ
ンアーキテクチャーである。シーメンスや
AtoS社などのパートナー企業が開発したア
プリケーション（MindAppsと呼ばれる）だ
けでなく、自社開発アプリケーションを
MindSphere上で稼働させることができる。
また、標準のインターフェースが採用されて
いることから、シーメンス製品だけでなく他
社製品とも接続可能である。

このMindSphereを活用して製造業をサポ
ートする中小企業がある。Coresystems社は
スイスに本社を持ち、フィールドサービスマ
ネジメントをSaaSで提供するIoTスタートア
ップであり、従業員数約140人の中小企業で
もある。フィールドサービスマネジメント市
場は、SaaSの普及やモバイル・機械学習の
技術革新によって急速に成長している。その
中で、Coresystems社は現在、84カ国で 1 日
約15万人のフィールドサービス要員を派遣し
ている。

製造業をサポートするCoresystems社が狙
うのは、顧客企業の工場でのダウンタイムゼ
ロである。そのためにCoresystems社はMind-
Sphere上で稼働する仕組みを開発した。そ
の仕組みは次の通りである。顧客企業が工場
で使用している機器で故障が起きると、
Coresystems社に自動的に連絡され、人工知
能によりその機器を修理できるフィールドサ
ービス要員が探索され、条件を満たすベスト
な要員が選ばれる。選ばれたフィールドサー
ビス要員にモバイル機器（スマートフォン、
タブレット）を通じて訪問日時と場所、修理
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通じて一層の改善が図られた結果、ダウンタ
イムが20％削減され、生産性が25％向上する
という効果が得られたとのことである。

ボッシュは、自社の製造ノウハウを新興国
メーカーに提供することを通じて、新興国成
長に伴う事業収益を、ゼロに近い限界費用で
獲得しているのである。「スマート」に儲け
ているといえよう。

（2）	 テトラパック

スウェーデンに本社を持つテトラパック
は、 加工食品工場で使われる包装機械を製造
するメーカーである。2016年の売上高は114
億ユーロ。世界175カ国でその製品が稼働し
ている。同社は顧客企業に対して充填ライン
の故障予知保全サービスを提供している。

加工食品の包装の組立・シーリングに使わ
れるサーボモータの寿命は、使用場所の温
度・湿度によって2000〜7000時間の広がりを
持つ。工場の稼働時間は 1 年あたり平均4000
時間であるため、サーボモータの交換頻度は
半年から 2 年に 1 回となる。

テトラパックが、全世界に広がる顧客の工
場に設置されている機器をMicrosoft Azure
のクラウドに接続し、稼働状況を監視、メン
テナンスが必要な時期を予測する。現在、全
世界で5000以上の機器が遠隔監視の対象とな
っている。

テトラパックが実験的に11の充填ラインを
対象として 6 カ月の期間で遠隔監視したとこ
ろ、 5 ラインの故障を予測でき、その効果は
3 万ドルと推計されたとのことである。仮に
5000ラインに拡大したと想定すると、年間約
30億円の効果に相当する。この故障予知保全
サービスの導入により、テトラパックはアフ

の、主に農業用ポンプを製造するメーカーで
あり、農業用ポンプメーカーとしてインド国
内で最大手である。約2000人の従業員を擁し
て年間40万台超の農業用ポンプを製造する、
年間売上高80億ルピー（日本円で約140億円）
のメーカーである。
「農業用ポンプ」と聞いて、それがインダス
トリー4.0とどのような関係があるのかと疑
問を抱く読者が多いかもしれない。実は農業
はインド経済の中枢であり、農産物収穫量増
大のために農業用ポンプが灌漑に使われるの
である。つまり、農業用ポンプは新興国の基
幹産業を支える中核製品なのである。インダ
ストリー4.0に取り組むドイツで培われた製
造ノウハウが、ソフトウエアとして形式知化
されサービスとして提供されることで、新興
国の基幹産業のオペレーションが支えられて
いるのである。

テクスモインダストリーズのオペレーショ
ン上で優先度の高い課題は、予測能力の向上
と納期遵守率の向上の 2 つであった。テクス
モインダストリーズはインダストリー4.0の
ビジョンを据え、柔軟かつアジャイルな製造
オペレーションを実現するため、ボッシュの
スマートマニュファクチャリングソリューシ
ョンを採用した。電子タグを用いて工場内の
モノの動きが把握され、工場全体のマテリア
ルフローが自動化・統制された（これはボッ
シュの工場で行われていることと同様であ
る）。工場内の人・機械・モノの 3 者のつな
がりが可視化され、直接機械から稼働状況を
リアルタイムに取得。生産にかかわる指標で
あるOEE（総合設備効率）、MTBF（平均故
障間隔）、MTTR（平均修理時間）、段取り
替え時間などが完全に把握された。これらを
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に着目するのではなく、生産プロセス全体を
最適化することが必要であり、それを実現す
る手段として「スマートファクトリー」が重
要であると考えたのである。

このスマートファクトリーであるが、「材
料を投入すると自動的に製品が出てくる」と
いう印象を受けるかもしれない。しかし、現
実の世界はそれほど簡単ではなく、生産管
理・シフト管理・スケジュール管理・コンデ
ィションモニタリングなど複数のシステムが
絡み合っていることに加え、顧客企業ごとに
固有のプロセスが存在している。そのため、
データやデータソースも多岐にわたり、統合
して管理することは容易でないというのが実
態である。そこで、このような課題に対しワ
ンストップでソリューションを提供するた
め、トルンプはAXOOMという製造プラッ
トフォームサービスを作ったのである。

このAXOOMは、受注管理、調達、生産
計画、物流、報告・KPI管理といった幅広い
範囲にわたる機能を提供している。顧客企業
が異なるベンダーの機械を使っていたとして
も、情報を統合し管理することができる。ス
マートフォンで一般的なアプリストアのよう
に、顧客企業はAXOOMのアプリストアを
通じて必要なアプリを購入できるほか、機能
の縮小・拡充などのカスタマイズが可能であ
る。

このプラットフォームで、オープンな協業
が実現していることにも言及しておきたい。
CAD/CAM事業ではトルンプと競合してい
ながら、AXOOM事業では協業するパート
ナー企業が存在しており、また、数百に達す
るパートナー企業からAXOOMのパートナ
ーになりたいと要望が出ているとのことであ

ターサービス提供に必要な資源を削減できる
ことになる。

テトラパックの機器は既に175カ国で稼働
しているが、この予知保全サービスの導入が
広がることで、アフターサービス提供困難エ
リアでの導入機器数増加が期待できる。顧客
企業への製造プラットフォームサービス提供
を通じて、アフターサービス提供に必要な資
源を節約し、浮いた資源を事業拡大に投入す
るという興味深い事例である。

（3）	 トルンプ

ドイツのトルンプは、板金加工機械におけ
るマーケットリーダーである。売上高は28億
ユーロであり、インダストリー4.0を牽引す
る、前出のシーメンス（売上高796億ユー
ロ、2016年）、ボッシュ（売上高731億ユー
ロ、同年）の売上高より 1 桁小さい。ドイツ
の中堅企業においても、製造プラットフォー
ムサービスが創出されていることを紹介す
る。

AXOOMという名の製造プラットフォー
ムサービスがトルンプから提供されている。
これは、他社製を含む工場にあるすべての機
械からの情報を、異種環境差を吸収しながら
収集し、上位のシステムとの連携を実現する
オープン型のプラットフォームである。

トルンプがAXOOMを提供するに至った
背景は次の通りである。社内調査で、パンチ
ング工程全体のリードタイム97分のうち、機
械加工プロセスがわずか 5 分であったことが
判明した。つまり、価値を生まない付随プロ
セスがパンチング工程全体のリードタイムの
95％を占めていたのである。この調査結果か
らトルンプは、特定の工程の生産性向上だけ
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ット市場が最も拡大する中国で事業を展開す
るという構図である。

一般的にPLCは機械メーカーが自社製品に
対して提供することが多く、多種の機械があ
る工場にはPLCが多種存在することになる。
興味深いのは、工場、特に射出成形機などを
中心とする中規模の工場におけるファクトリ
ーオートメーションの管理が、国際標準を採
用したKEBA社 1 社のPLCで行われているケ
ースが存在することである。

これは日本の常識と大きく異なるため、理
解しづらいかもしれない。しかし、このこと
を理解するためには、現在、検討が進められ
ている管理シェルの概念が重要である。管理
シェルは、PLCとデバイスとの接続、つま
り、デジタル（サイバー）空間と物理空間

（フィジカル）との汎用の接続形式である。
PLCにどのようなデバイス（装置）も連結で
きる管理シェルがあれば、PLCより上位階層
の論理層とデバイス（装置）の物理層をいっ
たん分離した上で接続できる。

固有の接続形式ではなく、汎用の接続形式
が創造されることにより、企業を超えてすべ
てのデバイスがつながる世界が創造されるの
である。日本の中堅企業もKEBA社のような
成功ケースを見習って、系列の呪縛にとらわ
れず世界市場を目指すべきではないだろう
か。

Ⅲ	ドイツにおける
	 中小企業への展開施策

1 中小企業への展開施策の重要性
インダストリー4.0におけるドイツ政府の

狙いは、大企業における新興国展開の加速に

る。これらの事実から、トルンプはオープン
イノベーション環境下で製造プラットフォー
ムサービス事業を展開しているといえる。

（4）	 KEBA社

ボッシュ、テトラパック、トルンプはいず
れも売上高が数千億円を上回る企業である。
ここでは、グローバル事業展開のために、製
造プラットフォームサービス事業を実施して
いる中小企業の好例として、KEBA社を紹介
しよう。

KEBA社は、オーストリア・リンツに本社
を構える、売上高1.8億ユーロ（2014年）、従
業員数約1000人のプライベートカンパニーで
ある。産業オートメーション、特にプラスチ
ックの射出成形機向けのPLCに強い。KEBA
社のPLCは、欧州のハイエンド射出成形機メ
ーカー、中国のローエンド射出成形機メーカ
ー、中国のロボットメーカーなどで活用され
ている。

モジュール構造を重視した製品設計が
KEBA社の特徴であり、カスタマイズをモジ
ュール構造のコンフィギュレーションを変え
ることで対応している。加えてKEBA社は、
PLCopenの国際標準を活用したオープンイ
ノベーション戦略を採用し、近年グローバル
な事業展開に成功している。特に、中国にお
ける中堅の製造業でのKEBA社のシェアは相
当高く、新規出荷台数の数十％程度を占める
機械がKEBA社のPLCで動いている。全世界
の産業用ロボット台数（設置国ベース）は14
年の147万台から17年には195万台に増え、中
国が増加台数の約半分を占めるという予測が
同社によってなされている。国際標準を活用
するオーストリアの中小企業が、産業用ロボ
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2 実証ラボとLNI4.0
 ─CPSを体験学習、相談できる場

大企業においては、自社の特定工場に「テ
ストベッド」と称する自社および自社グルー
プ企業にCPSを体験・理解し、適用機会・適
用効果を検証するPoC（Proof of Concept）
環境を持つケースが増えているが、中小企業
では、この環境を自前で持つことは経済的に
も人材的にも妥当ではない。

そのため、ドイツでは中小企業に対してイ
ンダストリー4.0およびCPSに関する知識を
身近に習得できる仕組みとして、州政府がイ
ニシアチブをとり、教育機関を助成する形
で、各地域工科大学や応用科学大学、フラウ
ンホーファー研究所を核として実証ラボを構
築し、主に中小企業向けのPoC環境を提供し
ている。

（1）	 実証ラボの具体的なケース

①アーヘン工科大学
ドイツ北西部のアーヘン工科大学では、

IoT技術を適用したCPSに関して、中小企業
を対象としたエキスパート教育が行われてい
る。具体的には電気自動車開発など、プロジ
ェクトベースでの教育・トレーニングであ
る。CPSの有識者がラボに参画し、中小企業
の教育に貢献している。デモファクトリーで
はデジタル・フィジカル融合などのソフトウ
エアを活用し、実際のプロダクトを試作して
いる。

②エスリンゲン大学
ドイツ南部のエスリンゲン大学では、大企

業との製造技術や生産管理に関する最新技
術・技法の共同研究の成果・ベストプラクテ

よる事業規模の拡大、および、中小企業を中
心とした経営資源のネットワーク化・連携強
化による国内の既存産業資源の稼働率向上・
競争力の強化である。中小企業をインダスト
リー4.0に巻き込むことで、大企業のバリュ
ーチェーンにドイツの中小企業を組み込むこ
とを可能にして、大企業のグローバリゼーシ
ョンの恩恵を中小企業にも享受可能にしよう
としているものと推定される。

ドイツ政府はこの狙いを達成するために、
先に述べた「『ものづくり』活動全域につい
てデジタル空間で操作可能なようにモデル化
を行い」「『ものづくり』ノウハウを形式知
化・ソフトウエア化し」「世界中どこでもあ
る程度の水準まで容易に技術移転できるよう
にする」というCPS（Cyber Physical Sys-
tems）について、より多くのドイツ国内企
業が実装を進め、企業間の情報共有を推進す
ることが前提であると考えている。しかし一
方、大企業と比べて中小企業はCPSに対する
理解が十分ではない。

ドイツ連邦経済・エネルギー省の調査で
は、「特に中小企業のインダストリー4.0対応
を阻んでいるのは、その便益に関する透明性
の欠如」と分析されている。多くの企業は、
CPSの導入は技術的、経済的に不確実性が高
いこと、また投資回収に要する時間が長いと
予想されるため、投資することに躊躇してい
るとみている。また、インダストリー4.0は
製造設備の完全自動化の推進だけであると誤
解していることも確認された。このためドイ
ツ政府は、インダストリー4.0とCPSに関す
る正しい理解の促進が課題であるという認識
に立っている。
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「LNI4.0はグローバルな競争の中であなたの
会社を位置づけるのに役立つイノベーション
のための、安全で資源に優しい試行の機会を
あなたに提供します」という説明がなされて
いる。

LNI4.0のWebサイトには、前出の 3 つの実
証ラボのほかにも、さまざまな地域で産学連
携により構築されているラボが紹介・説明さ
れており、ユーザー企業の問い合わせに応じ
てどのラボに行けばいいのかの助言を得るこ
ともできるとされている。

さらにLNIでは大企業では発見できない中
小企業のCPSのユースケースを各ラボから発
掘し、国際標準化組織への提案を行う機能も
内包している。

このようにドイツでは、中堅・中小企業の
実装の手助けをする手段としてリカレント教
育の場を整備している。中小企業を中心とし
た経営資源のネットワーク化・連携強化によ
る国内の既存産業資源の稼働率向上・競争力
の強化という目的に向けて、産学一体となり
着実に手を打っているといえるだろう。

Ⅳ	失敗を繰り返さないために

インダストリー4.0は、センサーやIoT、ビ
ッグデータ、人工知能を活用して製造プロセ
スを単に自動化するということではない。

30年前、欧米先進企業は「日本の製造業の
ものづくりの凄さ」に感嘆し、脅威すら感じ
た。その後、日本の製造業の「現場」の研究
を行い、オペレーション領域でITを活用し
て捲土重来を図ってきた。それは、今や大企
業だけではなく中小企業を含めた産業政策と
して強力に推進されている。

ィスを中小企業へ提供することや、マスター
プログラムを生徒へ提供することで中小企業
の人材育成を支援している。具体的には、ア
ウディ、SAP社、シーメンス、BMW、ダイ
ムラー、ボッシュ、トルンプなどの近隣の大
企業と協働で実施しているさまざまな産学連
携プロジェクトにより、大学の研究としてベ
ストプラクティスを整理し、それを中小企業
の人材育成・トレーニングに活用している。

③イルメナウ・コンピテンシーセンター
ドイツ中部のイルメナウ・コンピテンシー

センターは、中規模企業の枠組みの中でドイ
ツ連邦経済・エネルギー省の支援を受けた組
織であり、中小企業にデジタル化の機会と課
題を理解してもらう組織として設計された。
本センターは、専門知識と実践的な事例、デ
モンストレーション設備を有し、地域企業を
支援する。このイルメナウ・コンピテンシー
センターのモデル工場では、画像処理、3D
プリンティング、および生産分野でのIT活
用などの幅広い技術を試行することが可能と
なっている。

（2）	 ラボをネットワーク化するLNI4.0

これらのラボの情報を集約し、中小企業に
対する助言ができるコンサルタントを配した
プロモーション組織がLNI4.0である。LNI4.0
はBITKOM、VDMA、ZVEIといったドイツ
国内業界団体の協力の下で、プラットフォー
ム・インダストリー4.0に関連する企業によっ
て設立された。「ドイツの中堅企業群がグロー
バルなデジタル化をリードする役割を果たす
ことを支援することを目指している組織であ
る」。
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「欧米はトップダウンでガチガチのオートメ
ーションを志向する。日本は、ボトムアップ
で現場の人を重視し、現場からの改善活動を
主体に、人を大事にし、人に優しいエンジニ
アリングを行う。欧米の真似や後追いをして
も日本の競争優位は維持できない」という意
見をよく聞く。本当にそうだろうか。

少なくとも筆者らには、欧米先進国やアジ
アの優れた企業は、既に「『優れた日本の現
場力の強さ』を学習し、ビジネスモデルとし
て形式知化・組織知化し、限界費用ゼロに近
いソフトウエア事業を立ち上げ、オープンイ
ノベーションという産業進化の構造を実装
し、さらにはファイナンス市場での戦略まで
を一貫して実現」しているように映る。希望
的観測や過去の成功体験の美酒に酔い、判断
を誤ってはいけないと強く感じる。

このまま放っておくと、数年から10年後、
資本市場では新興国の成長を内部化し、株式
時価総額を拡大した先進国の製造業との競争
に、製品市場では先進国の製造ノウハウを装
備したコストの安い新興国の製造業との競争
に突入する危険性が高い。

その時、日本の製造業はまだ現場の優れた
匠のノウハウで勝負できているのであろう
か。日本企業のガッツとチームワークだけで
勝負できるだろうか。顧客との関係や調達先
との関係が強固だから大丈夫といえるであろ
うか。

科学技術の進歩、特に、要素技術を組み合
わせ、全体最適から考えるシステム化思考、
システム化技術に対するアレルギーが日本に
まだ残っているとしたら、それは、前の大戦
での失敗の二の舞になりかねない。
「人を大事にする」ことは、科学技術の進歩
を最大限に取り込み、現場の人間の創造性を
最大限に発揮できる環境を創造するというこ
とであろう。単に、合理化をしないというこ
とが「人に優しい」ということではないはず
である。

危機感を共有いただければ幸いである。
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